
  

四半期報告書 
  

  

 

  

(E00332) 

（第131期第２四半期） 

自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日 

2008/11/13 14:56:3508506209_第２四半期報告書_20081113145444



目       次 

  

  

  頁

表 紙      

    

第一部 企業情報      

第１ 企業の概況      

１ 主要な経営指標等の推移 …………………………………………………………………………………………  1

２ 事業の内容 …………………………………………………………………………………………………………  2

３ 関係会社の状況 ……………………………………………………………………………………………………  2

４ 従業員の状況 ………………………………………………………………………………………………………  2

第２ 事業の状況      

１ 生産、受注及び販売の状況 ………………………………………………………………………………………  3

２ 経営上の重要な契約等 ……………………………………………………………………………………………  5

３ 財政状態及び経営成績の分析 ……………………………………………………………………………………  5

第３ 設備の状況 ……………………………………………………………………………………………………………  9

第４ 提出会社の状況      

１ 株式等の状況      

(1）株式の総数等 ……………………………………………………………………………………………………  10

(2）新株予約権等の状況 ……………………………………………………………………………………………  10

(3）ライツプランの内容 ……………………………………………………………………………………………  10

(4）発行済株式総数、資本金等の推移 ……………………………………………………………………………  10

(5）大株主の状況 ……………………………………………………………………………………………………  11

(6）議決権の状況 ……………………………………………………………………………………………………  12

２ 株価の推移 …………………………………………………………………………………………………………  12

３ 役員の状況 …………………………………………………………………………………………………………  12

第５ 経理の状況 ……………………………………………………………………………………………………………  13

１ 四半期連結財務諸表      

(1）四半期連結貸借対照表 …………………………………………………………………………………………  14

(2）四半期連結損益計算書 …………………………………………………………………………………………  16

(3）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 ………………………………………………………………………  18

２ その他 ………………………………………………………………………………………………………………  29

第二部 提出会社の保証会社等の情報 ………………………………………………………………………………………  30

    

［四半期レビュー報告書］      

2008/11/13 14:56:3508506209_第２四半期報告書_20081113145444



【表紙】 
  

  

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成20年11月14日 

【四半期会計期間】 第131期第２四半期（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

【会社名】 明治乳業株式会社 

【英訳名】 Meiji Dairies Corporation 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  浅野 茂太郎 

【本店の所在の場所】 東京都江東区新砂一丁目２番10号 

【電話番号】 03(5653)0307(直通) 

【事務連絡者氏名】 取締役管理部長  平原 高志 

【最寄りの連絡場所】 東京都江東区新砂一丁目２番10号 

【電話番号】 03(5653)0307(直通) 

【事務連絡者氏名】 取締役管理部長  平原 高志 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社名古屋証券取引所 

（愛知県名古屋市中区栄三丁目８番20号） 

2008/11/13 14:56:3508506209_第２四半期報告書_20081113145444



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２  売上高には、消費税等は含んでおりません。 

    ３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

回次 
第131期

第２四半期連結
累計期間 

第131期
第２四半期連結

会計期間 
第130期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成20年
７月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成19年
４月１日 

至平成20年 
３月31日 

売上高               （百万円）  374,759  193,187  706,988

経常利益             （百万円）  10,098  4,702  16,065

四半期（当期）純利益 （百万円）  5,214  2,434  9,226

純資産額             （百万円）  －  151,119  147,425

総資産額             （百万円）  －  411,967  390,192

１株当たり純資産額       （円）  －  452.95  441.73

１株当たり四半期（当期）純利益 

             （円） 
 15.87  7.41  28.08

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益      （円） 
 －  －  －

自己資本比率             （％）  －  36.1  37.2

営業活動による 

キャッシュ・フロー   （百万円） 
 10,671  －  18,542

投資活動による 

キャッシュ・フロー   （百万円） 
 △16,503  －  △44,630

財務活動による 

キャッシュ・フロー   （百万円） 
 6,978  －  15,455

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高         （百万円） 
 －  4,398  3,230

従業員数                 （人）  －  7,342  7,134
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２【事業の内容】 

 当第２四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グルー

プへの出向者を含む）であり、臨時従業員数は〔 〕内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載

しております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であり、臨時従業

員数は〔 〕内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

  平成20年９月30日現在

従業員数（人） 7,342  [4,906]

  平成20年９月30日現在

従業員数（人） 4,639  [1,742]
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第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績  

  当第２四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 食品事業は、市乳、乳製品、冷凍食品、マーガリン類等であります。 

２ サービス・その他事業は、飼料等であります。 

３ 上記金額は、消費税等抜の販売価額により表示しております。 

４ セグメント間の取引は含まれておりません。 

  

 なお、提出会社の主要製品別生産実績は、下記のとおりであります。 

 （注） その他は、冷凍食品等であり、消費税等抜の販売価額により表示しております。 

  

(2）受注状況 

 当第２四半期連結会計期間における受注状況については、受注高が極めて少額であるため、記載を省略しており

ます。 

 なお、提出会社については、現在受注生産を行っておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

食品事業  118,498  －

サービス・その他事業  10,467  －

合計  128,966  －

区分 単位 期間合計 前年同期比（％）

市乳 kl  286,398  －

粉乳 ton  4,242  －

練乳 ton  596  －

バター ton  2,464  －

チーズ ton  5,752  －

アイスクリーム kl  23,012  －

飲料 kl  49,669  －

その他 百万円  5,654  －
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(3）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 食品事業は、市乳、乳製品、冷凍食品、マーガリン類等であります。 

２ サービス・その他事業は、飼料等であります。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

４ 総販売実績に対する売上の割合が10％以上の相手先はありません。 

５ セグメント間の取引は含まれておりません。 

  

 なお、提出会社の主要製品別販売実績は、下記のとおりであります。 

 （注）１ その他は、冷凍食品、マーガリン類等であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 総販売実績に対する売上の割合が10％以上の相手先はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

食品事業  161,886  －

サービス・その他事業  31,301  －

合計  193,187  －

区分 単位 数量 金額（百万円） 金額前年同期比（％）

市乳 kl  299,215  72,738    －

粉乳 ton  7,080  8,102  －

練乳 ton  658  259  －

バター ton  3,535  3,836  －

チーズ ton  4,895  6,282  －

アイスクリーム kl  42,969  15,631  －

飲料 kl  56,463  8,464  －

その他 ― ―  14,450  －

合計 ― ―  129,764  －
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２【経営上の重要な契約等】 

 当社と明治製菓株式会社（以下「明治製菓」）は、株式移転により明治ホールディングス株式会社（以下「共同持

株会社」）を設立（以下「本株式移転」）することについて合意に達し、平成20年９月11日開催の両社取締役会にお

いて承認のうえ、９月11日付けで、本株式移転に関する「株式移転計画書」を作成し、両社の経営統合に関する「統

合契約書」を締結いたしました。 

 なお、詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 追加情報」に記載のとおりであります。

  

３【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。 

  

 １．業績の状況 

  

 売上高は、明治乳業において牛乳等の売上が前年同期実績を下回ったものの、粉乳やチーズ等の売上が前年同期

実績を上回ったことに加え、連結子会社の売上が前年同期実績を上回ったことから、前年同期実績を上回りまし

た。 

 営業利益・経常利益・四半期純利益については、原材料価格の高騰によるコストアップや、価格改定による物量

減があったこと等により、前年同期実績を下回りました。 

 以上の結果、第２四半期連結会計期間の業績につきましては、売上高は193,187百万円、営業利益は4,957百万

円、経常利益は4,702百万円、四半期純利益は2,434百万円となりました。 

  

  事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 （注） 売上高、営業利益は、セグメント間の取引を消去する前の金額によっております。 

  

(1)食品事業 

  当事業には、牛乳、乳製品、アイスクリーム他食品の製造・販売が含まれております。 

 売上高は、当社におきまして牛乳類の売上が前年同期実績を下回ったものの、粉乳やチーズ等の売上が前年同期

実績を上回ったことから162,425百万円となりました。営業利益は原材料価格の高騰によるコストアップや、価格改

定による物量減があったこと等により4,442百万円となりました。 

  

(2)サービス・その他事業 

  当事業には、物流事業、飼料事業、その他事業が含まれております。 

 売上高は、飼料事業の売上が前年同期実績を上回ったこと等により41,974百万円、営業利益は、飼料事業におい

て原料穀物価格の高騰があったこと等により495百万円となりました。 

  

区分 

第131期 

第２四半期 

連結会計期間 

（百万円） 

売上高  193,187

営業利益  4,957

経常利益  4,702

四半期純利益  2,434

区分 食品事業 
サービス 

・その他事業
計 

  

第131期 

第２四半期 

連結会計期間 

第131期 

第２四半期 

連結会計期間

第131期 

第２四半期 

連結会計期間

売上高（百万円）  162,425 41,974 204,399

営業利益（百万円）  4,442 495 4,937
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２．キャッシュ・フローの状況 

  

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益、減価償却費等により、11,203百万円の収入

となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出等により、9,566百万円の支出となりま

した。 

 これにより、フリー・キャッシュ・フロー（営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・

フローの合計額）は1,637百万円の収入となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、コマーシャルペーパーの減少等により4,416百万円の支出となりまし

た。 

 これらの結果、当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は4,398百万円となりました。 

  

３．事業上及び財務上の対処すべき課題 

  当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

４．株式会社の支配に関する基本方針について 

(1) 基本方針の概要 

 当社の経営にあたっては、企業理念に根ざした、乳および乳業技術に係る広範な知識および豊富な経験の蓄積を

基にした信頼性の高い商品の安定的な提供を可能とする事業体制の構築・維持が必要不可欠であり、このことは、

株主共同の利益の源泉であると考えております。 

 万一こうした当社の企業理念、事業特性について十分に配慮することなく、突如として当社株券等の大規模買付

行為が行われた場合、その目的や方法によっては、当社の企業価値および株主の皆様の共同の利益を著しく損なう

おそれが生じます。 

 当社は、当社株券等の大規模買付行為を一概に否定するものではなく、当社株券等の大規模買付行為を行う大規

模買付者が現れた場合、大規模買付者の提案を受け入れるべきか、当社が作成する代替案を遂行するべきか、いず

れが当社の企業価値および株主共同の利益の確保・向上に結びつくかについて、株主の皆様に直接ご判断いただく

ことが適切であると考えております。 

(2) 取組みの具体的な内容 

 ① 基本方針の実現に資する特別な取組み（企業価値向上策） 

 当社は、「食の新しい価値を創造し、お客様の健康で幸せな毎日に貢献する」ことを企業理念とし、乳および乳

業技術という事業基盤に基づく独自性の高い技術開発力をもって、「おいしさ」、「健康」、「安全」の全てにお

いて付加価値の高い商品の提供を目指しています。こうした努力を積み重ねていくことにより、株主の皆様をはじ

め、顧客、従業員、取引先等の全てのステークホルダーの皆様から信頼と支持を得て、「 」ブランドを確固

たるものとし、長期的視点に立って企業価値の最大化を図っていくこととしております。 

 当社は、2008中期経営計画（平成18～平成20年度）を策定し、ヨーグルト・プロバイオティクスなどのコア事業

への経営資源のさらなる集中、チーズ、流動食などの成長事業領域への経営資源の積極投入、「 」ブランド

の価値向上、マーケティング力・技術開発力・商品力の強化、グループ経営効率の追求と経営の仕組み革新などに

注力をしております。 

区分 

第131期 

第２四半期 

連結会計期間 

（百万円） 

営業活動によるキャッシュ・フロー  11,203

投資活動によるキャッシュ・フロー  △9,566

財務活動によるキャッシュ・フロー  △4,416

現金及び現金同等物の増減額 
（△は減少） 

 △2,779

現金及び現金同等物の期首残高  7,178

現金及び現金同等物の四半期末残高  4,398
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 ② 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財産および事業の方針の決定が支配されることを防止するための

 取組み（買収防衛策） 

 当社は、平成19年５月15日開催の取締役会における決議に基づき、平成19年６月29日をもって以下に記載する買

収防衛策を導入しております。 

＜買収防衛策の概要＞ 

 当社取締役会は、当社の株券等を20％以上取得するような大規模買付行為を行おうとする大規模買付者に対し、

当社所定の意向表明書の提出を求め、意向表明書が提出された場合には、大規模買付者との間で協議を行うと共

に、株主の皆様による検討に必要な情報を取得し、その結果を適切な意向表明書として株主の皆様に開示します。

その後、当社は当社による代替案を作成した上で、これを株主の皆様に開示し、適切な意向表明書に記載された大

規模買付者の提案を受け入れるべきか、当社が作成する代替案を遂行するべきか、いずれが当社の企業価値および

株主共同の利益の確保・向上に結びつくかにつきまして、十分な時間を確保して株主の皆様にご検討いただきま

す。当社は、株主の皆様によるご検討の結果を、株主意思確認総会または書面投票による株主意思確認手続におき

まして、大規模買付行為に対する対抗措置の発動の是非を問う方法により確認させていただき、対抗措置の発動が

決議された場合には、大規模買付者に対してその旨を通知して大規模買付行為に関する提案の撤回を申し入れ、大

規模買付者が提案を撤回しない場合には、当社取締役会におきまして新株予約権の無償割当てを内容とする対抗措

置を決議することができるものといたします。なお、大規模買付者が上記の手続を遵守しないなどの場合には、当

社取締役会の判断におきまして、上記の対抗措置を決議することができるものといたします。 

(3)上記(2)に関する当社取締役会の判断およびその理由 

 当社取締役会は、上記(2)①記載の取組みが、当社の企業理念に根ざした企業価値向上策として、また上記(2)②

記載の取組みが、以下に記載するような合理性を有する買収防衛策として、いずれも上記(1)記載の基本方針に沿

うものであり、当社の株主の共同の利益を損なうものではなく、かつ当社役員の地位の維持を目的とするものでは

ないと判断しております。 

・当社の買収防衛策は、経済産業省と法務省が平成17年５月27日に公表した「企業価値・株主共同の利益の確保又

は向上のための買収防衛策に関する指針」に定める三原則を充足しております。 

・当社の買収防衛策は、当社株主の皆様に対し、大規模買付行為に応じるか否かについて適切な判断をしていただ

くために必要かつ十分な情報および時間を確保し、当社の企業価値または株主の皆様の共同の利益の向上を目的

としております。 

また、当社取締役会は、当社の買収防衛策に従い大規模買付行為に対する対抗措置を講じることがありますが、

かかる対抗措置は、当社の企業価値または株主の皆様の共同の利益の確保・向上を目的として発動されるもので

す。 

・当社の買収防衛策は、大規模買付行為に応じるか否かを株主の皆様による議決権行使により決めていただくこと

を定めたものであり、株主の皆様の意思を尊重した内容となっております。 

・当社の買収防衛策は、有効期間満了（平成22年６月開催予定の平成22年３月期に関する当社の定時株主総会の終

結時まで）前であっても、当社の株主総会において、当社の買収防衛策に基づく対抗措置の発動に関する事項の

決定についての当社取締役会への委任を撤回する旨の決議が行われた場合、または当社取締役会において、当社

の買収防衛策を廃止する旨の決議が行われた場合には、当該時点で廃止されますので、株主の皆様のご意向に従

い廃止することが可能であります。 

・当社取締役会は、関係法令の整備、他社の動向等を踏まえ、当社の企業価値および株主利益全体の観点から、当

社の買収防衛策について随時見直しを行うこととしており、当社の買収防衛策につき内容の修正、変更または廃

止等を行った場合には、これらについて、速やかに株主の皆様に開示いたします。 

・当社の買収防衛策および当社の買収防衛策に基づく対抗措置として株主の皆様に割当てることとなる新株予約権

については、当社の株主総会または取締役会の決議により、いつでも廃止または当社が取得・消却することがで

きるため、いわゆるデッドハンド型買収防衛策ではありません。 
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５．研究開発活動 

  当第２四半期連結会計期間における研究開発活動の金額は、1,752百万円であります。なお、当第２四半期連結

会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

６．当連結会計年度の見通し 

 当社グループを取り巻く経営環境は、少子・高齢化の進行に加え、原油高や世界規模での食糧需要の増大による

原材料価格の高止まりなど、景気に対する先行きの不透明感が増しており、また、個人消費につきましても、所得

の伸び悩みに加え家計への将来不安といった影響により、大幅な改善は期待できない状況にあります。 

 乳業界におきましては、原材料調達コストは引き続き高い水準で推移することが想定され、今後もより一層厳し

い経営環境となることは避けられない状況であると考えております。一方では、国内の飲用牛乳の消費は依然とし

て低迷しており、牛乳や乳製品の消費拡大に向け、さらなる取り組み強化が必要になってくるものと認識しており

ます。 

 こうした厳しい環境下におきまして、当社グループでは、「独自の技術力・商品力を活かして世界の食品トップ

企業と互角に競争できる食品企業グループを目指す」という長期ビジョンの達成に向け、事業基盤のさらなる確立

を図っていく所存であります。 

 具体的には、コーポレートブランドである「 」ブランドの価値向上及び「明治ブルガリアヨーグルト

LB81」、「明治プロビオヨーグルトLG21」をはじめとするヨーグルト・プロバイオティクス事業等の既存優位事業

の徹底強化を推進してまいります。 

 また、今後も引き続き消費拡大が期待されるチーズ事業や、高齢化社会の拡大により需要が増加している流動食

事業といった成長事業につきましては、生販一体となって積極的に拡販を推し進め、事業の拡大、発展を図ってま

いります。 

 あわせて、徹底したコスト削減を継続し、物流子会社２社を統合し設立した明治ロジテック株式会社との連携に

よるグループ内物流の全体最適化や、IT化のさらなる推進による間接部門の業務の効率化等、コスト構造の革新を

図ってまいります。 

 さらには、企業努力で対応できる範囲を遙かに超えた原材料価格の高騰等のコスト高に対処するため、商品価格

の改定を、流通や消費者をはじめとしたステークホルダーの皆様方にご理解いただくとともに、市場への浸透、定

着に向け努力を傾注してまいります。 

 これらの施策に加えまして、安全で確かな品質とサービスをお客様に提供する品質保証システム「明治クオリア

ス」の実践、企業経営の礎となるコンプライアンスへの取り組み等を鋭意推進することにより、グループ一丸とな

り企業価値のさらなる向上を図ってまいります。 

  

2008/11/13 14:56:3508506209_第２四半期報告書_20081113145444



第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 定款での定めは、次のとおりであります。 

         当会社の発行可能株式総数は、800,000,000株とする。 

  

②【発行済株式】 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  800,000,000

計  800,000,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成20年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  329,648,786  329,648,786

東京証券取引所 

市場第一部 

名古屋証券取引所 

市場第一部 

― 

計  329,648,786  329,648,786 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】 

   該当事項はありません。 

  

（３）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成20年７月１日～ 

平成20年９月30日 
 －  329,648,786  －  33,646  －  31,977
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（５）【大株主の状況】 

（注）１．株式会社みずほ銀行から、平成19年７月23日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）の写しにより、同

          年７月13日現在で以下のとおり株式を共同保有している旨の報告を受けておりますが、当社としては、当第２

     四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、株主名簿上の所有株式数を上記大株

     主の状況に記載しております。 

          なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

      ２．株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから、平成20年３月３日付で提出された大量保有報告書（変更

          報告書）の写しにより、同年２月25日現在で以下のとおり株式を共同保有している旨の報告を受けております

          が、当社としては、当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、株主名簿

     上の所有株式数を上記大株主の状況に記載しております。 

          なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。   

  平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２―11―３  21,077  6.39

株式会社みずほ銀行（常任代理人 

資産管理サービス信託銀行株式会

社） 

東京都千代田区内幸町１―１―５（中央区

晴海１－８－12 晴海アイランドトリトン

スクエアオフィスタワーＺ棟） 

 14,581  4.42

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１―８―11  13,719  4.16

明治製菓株式会社 東京都中央区京橋２―４―16  13,488  4.09

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２―２―１  11,000  3.34

日本生命保険相互会社 大阪府大阪市中央区今橋３―５―12  10,013  3.04

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口4Ｇ） 
東京都中央区晴海１―８―11  8,948  2.71

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１―13―２  8,085  2.45

住友信託銀行株式会社（常任代理

人 日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社） 

大阪府大阪市中央区北浜４―５―33（東京

都中央区晴海１―８―11） 
 6,985  2.12

明治乳業共栄会 東京都江東区新砂１―２―10  5,258  1.60

計 －  113,155  34.33

 氏名又は名称  住所 
 所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％） 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５  14,581  4.42

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１－５－１  496  0.15

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１－２－１  2,698  0.82

みずほ投信投資顧問株式会社 東京都港区三田３－５－２７  588  0.18
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 氏名又は名称  住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％） 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－５  15,740  4.78

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内２－４－１  735  0.22

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－５  1,370  0.42

（６）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、（株）証券保管振替機構名義の株式が44,000株含まれて

おります。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数44個が含まれてお

ります。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式946株が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

  

  平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   1,186,000 ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 325,194,000  325,194 ― 

単元未満株式 普通株式   3,268,786 ― 
一単元（1,000株）未満

の株式 

発行済株式総数  329,648,786 ― ― 

総株主の議決権 ―  325,194 ― 

  平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

 明治乳業株式会社 
東京都江東区新砂 

１―２―10 
 1,186,000 ―   1,186,000  0.36

計 －  1,186,000 ―   1,186,000  0.36

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

月別 
平成20年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  673  648  575  559  627  642

最低（円）  600  555  525  475  543  536

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第１四半期連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）から、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人不二会計事務所による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,399 3,231

受取手形及び売掛金 89,302 80,347

商品及び製品 37,052 29,794

仕掛品 303 404

原材料及び貯蔵品 11,739 11,873

その他 17,924 16,331

貸倒引当金 △322 △420

流動資産合計 160,399 141,563

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 70,365 67,787

機械装置及び運搬具（純額） 67,459 60,729

土地 43,708 43,824

建設仮勘定 1,255 9,347

その他（純額） 9,624 9,773

有形固定資産合計 ※1  192,412 ※1  191,463

無形固定資産 7,446 6,584

投資その他の資産   

投資有価証券 28,232 28,490

その他 24,372 22,950

貸倒引当金 △897 △860

投資その他の資産合計 51,708 50,581

固定資産合計 251,567 248,629

資産合計 411,967 390,192
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 75,004 65,403

短期借入金 23,831 14,498

1年内償還予定の社債 15,000 －

コマーシャル・ペーパー 26,000 28,000

未払法人税等 4,552 1,749

その他 53,779 56,078

流動負債合計 198,168 165,730

固定負債   

社債 20,000 35,000

長期借入金 28,666 27,665

退職給付引当金 3,668 3,762

役員退職慰労引当金 626 665

その他 ※3  9,718 ※3  9,942

固定負債合計 62,679 77,036

負債合計 260,847 242,766

純資産の部   

株主資本   

資本金 33,646 33,646

資本剰余金 31,994 31,995

利益剰余金 79,872 76,019

自己株式 △670 △638

株主資本合計 144,843 141,022

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,934 4,094

評価・換算差額等合計 3,934 4,094

少数株主持分 2,341 2,308

純資産合計 151,119 147,425

負債純資産合計 411,967 390,192
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 374,759

売上原価 273,560

売上総利益 101,198

販売費及び一般管理費 ※  91,118

営業利益 10,080

営業外収益  

受取利息 23

受取配当金 293

不動産賃貸料 268

受取家賃 279

その他 79

営業外収益合計 945

営業外費用  

支払利息 574

持分法による投資損失 27

その他 324

営業外費用合計 927

経常利益 10,098

特別利益  

固定資産売却益 260

貸倒引当金戻入額 109

その他 78

特別利益合計 448

特別損失  

固定資産処分損 497

たな卸資産廃棄損 559

その他 312

特別損失合計 1,369

税金等調整前四半期純利益 9,177

法人税等 3,918

少数株主利益 43

四半期純利益 5,214
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 193,187

売上原価 141,902

売上総利益 51,285

販売費及び一般管理費 ※  46,327

営業利益 4,957

営業外収益  

受取利息 14

受取配当金 7

不動産賃貸料 128

受取家賃 140

その他 11

営業外収益合計 302

営業外費用  

支払利息 296

持分法による投資損失 30

その他 231

営業外費用合計 557

経常利益 4,702

特別利益  

固定資産売却益 43

貸倒引当金戻入額 105

その他 32

特別利益合計 181

特別損失  

固定資産処分損 229

たな卸資産廃棄損 204

その他 250

特別損失合計 683

税金等調整前四半期純利益 4,200

法人税等 1,750

少数株主利益 15

四半期純利益 2,434
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 9,177

減価償却費 10,144

負ののれん償却額 △12

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,610

受取利息及び受取配当金 △317

支払利息 574

固定資産売却損益（△は益） △260

固定資産処分損益（△は益） 497

有価証券売却損益（△は益） 2

有価証券評価損益（△は益） 8

売上債権の増減額（△は増加） △8,818

仕入債務の増減額（△は減少） 9,671

たな卸資産の増減額（△は増加） △7,121

未払費用の増減額（△は減少） 1,893

その他 △1,468

小計 12,360

利息及び配当金の受取額 322

利息の支払額 △574

法人税等の支払額 △1,436

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,671

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △15,058

無形固定資産の取得による支出 △1,825

有形及び無形固定資産の売却による収入 202

投資有価証券の取得による支出 △46

投資有価証券の売却による収入 0

その他 224

投資活動によるキャッシュ・フロー △16,503

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 8,933

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） △2,000

長期借入れによる収入 4,800

長期借入金の返済による支出 △3,398

配当金の支払額 △1,314

少数株主への配当金の支払額 △9

その他 △31

財務活動によるキャッシュ・フロー 6,978

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,147

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物
の増加額 20

現金及び現金同等物の期首残高 3,230

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  4,398
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項

の変更 

(1)連結の範囲の変更  

 平成20年４月1日に連結子会社 東京牛

乳運輸株式会社は連結子会社 株式会社カ

ントラを吸収合併いたしました。同時に

東京牛乳運輸株式会社は商号を明治ロジ

テック株式会社に変更いたしました。 

  (2)変更後の連結子会社の数 

 23社 

２．連結子会社の事業年度等

に関する事項の変更 

 従来、連結子会社のうち決算日が12月31

日であった株式会社ケー・シー・エスにつ

いては、同日現在の財務諸表を利用し、連

結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては必要な調整を行っておりましたが、同

社が決算日を３月31日に変更したことによ

り、当第２四半期連結累計期間は平成20年

１月１日から平成20年９月30日までの９か

月間を連結しております。 
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当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

３．会計処理基準に関する事

項の変更 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法の

変更 

 たな卸資産 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産

については、従来、主として移動平均法

による原価法によっておりましたが、第

１四半期連結会計期間より「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計基準

第９号 平成18年７月５日）が適用され

たことに伴い、主として移動平均法によ

る原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

により算定しております。 

 これにより、当第２四半期連結累計期

間の営業利益は343百万円減少し、経常

利益及び税金等調整前四半期純利益は、

それぞれ114百万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

  (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

の変更 

 有形固定資産 

 従来、提出会社の工場においては、主

として定率法によっておりましたが、第

１四半期連結会計期間より定額法に変更

しております。 

 当社グループは市乳部門を中心とした

工場のスクラップ＆ビルドが一巡し、新

たに、流動食・チーズ等の他部門の生産

体制の再構築が進行中であります。その

ため、定額法採用資産の占める割合が増

えてきており、より適正な原価計算を行

う必要性から当該変更を実施するもので

あります。 

 これにより、提出会社の有形固定資産

の減価償却の方法は下記のものを除き定

額法となります。 

①昭和60年４月１日前に取得した不動

産賃貸事業用の建物、構築物等 

②本社等社屋を除く本社、支社、支店

及び研究所の有形固定資産（平成10年

４月１日以後に取得した建物を除く）

 この変更により、当第２四半期連結累

計期間の減価償却費は 1,258百万円減少

し、営業利益、経常利益及び税金等調整

前四半期純利益は、それぞれ同額増加し

ております。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 
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【簡便な会計処理】 

  

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法 

 貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定

したものと著しい変化がないと認められる

ため、前連結会計年度決算において算定し

た貸倒実績率等を使用して一般債権の貸倒

見積高を算定しております。 

２．棚卸資産の評価方法  棚卸資産の簿価切下げに関して収益性の

低下が明らかなものについてのみ正味売却

価額を見積り、簿価切下げを行っておりま

す。 

３．固定資産の減価償却費の

算定方法 

 連結子会社の一部においては、固定資産

の年度中の取得、売却又は除却等の見積り

を考慮した予算を策定しており、当該予算

に基づく年間償却予定額を期間按分して算

定する方法によっております。 

 また、提出会社及び連結子会社の一部に

おいては、定率法を採用している資産につ

いて、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっており

ます。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第２四半期連結

会計期間を含む連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税

率を合理的に見積り、税引前四半期純利益

に当該見積実効税率を乗じて計算しており

ます。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含

めて表示しております。 

【追加情報】 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

 提出会社及び連結子会社は、法人税法の改正による法定

耐用年数の変更を契機に固定資産の利用状況を見直した結

果、第１四半期連結会計期間より、主として機械装置の耐

用年数の変更を行っております。 

 この変更に伴い、当第２四半期連結累計期間の減価償却

費は557百万円減少し、営業利益、経常利益および税金等

調整前四半期純利益は同額増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。 
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当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

（明治製菓株式会社との共同持株会社設立に伴なう経営統

合について） 

 当社と明治製菓株式会社（以下「明治製菓」）は、株式

移転により明治ホールディングス株式会社（以下「共同持

株会社」）を設立（以下「本株式移転」）することについ

て合意に達し、平成20年９月11日開催の両社取締役会にお

いて承認のうえ、９月11日付けで、本株式移転に関する

「株式移転計画書」を作成し、両社の経営統合に関する

「統合契約書」を締結いたしました。 

１． 本経営統合の目的 

昨今のわが国の食品産業は、「人口減少・高齢化社

会の到来による中長期的な市場規模の縮小」、「世界

的な原材料の高騰」、「成熟市場における企業間競争

激化」等により、従前にも増して強い競争力が求めら

れるものとなっております。その一方で、ライフスタ

イル、価値観は急速に変化しており、「食生活の多様

化」、「健康意識の向上」、「食の安全意識の高ま

り」等のニーズを的確に捉えた商品開発やマーケティ

ングを強化し、新しい需要の創造による成長機会を獲

得していくことが重要なテーマとなっております。 

そうした中、ともに旧・明治製糖を起源とする当社

と明治製菓は、歴史的な関係に加えて、近年において

は商品の共同開発を行う等、良好な協力関係を築いて

まいりました。今般、上記のような環境認識を踏ま

え、さらなる事業基盤の充実、競争力の強化を図るた

め、両社の協力関係を発展・進化させていくことにつ

いて協議を重ねてきた結果、両社の経営統合を通じて

お互いが有する「ブランド力」、「研究開発力」、

「技術力」、「マーケティング力」等の経営資源を最

大限に活用することにより、持続性のある成長戦略、

差別化戦略の構築を目指すことが最良の選択肢である

との結論に至りました。 

 多くのカテゴリートップブランドを持つ売上高が１

兆円を超える世界有数の「食と健康」企業グループと

して、両社が共通して追求してきた価値＝「おいし

い・楽しい」、「健康・栄養」、「安全・安心」をあ

らゆる世代のお客様へ提供することにより、明治ブラ

ンドの価値を飛躍的に向上させ、各事業の成長、発展

を図ってまいります。さらに、お互いの強みを融合し

た高付加価値商品の提供、海外を含めた成長市場での

積極展開、事業基盤強化の推進によりグローバルな競

争力強化を図り、一段の持続的成長を目指してまいり

ます。 

２．本経営統合の要旨 

（１）移転の方法 

 当社及び明治製菓の株主が保有する両者の株式を、

平成21年4月1日をもって共同持株会社に移転するとと

もに、当社及び明治製菓の株主に対し、共同持株会社

の発行する新株式を割り当てる予定です。ただし、本 
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当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

株式移転の手続き進行上の必要性その他の事由により 

必要な場合は、両社協議のうえ、日程を変更する場合

があります。 

（２）株式移転の日程 

平成20年11月26日（予定） 株式移転計画承認臨時株主

             総会 

平成21年３月26日（予定） 東京証券取引所上場廃止日

平成21年３月26日（予定） 名古屋証券取引所上場廃止

             日 

平成21年４月１日（予定） 共同持株会社の設立登記日

            （本株式移転効力発生日） 

平成21年４月１日（予定） 共同持株会社の株式上場日

（３）株式移転比率   

（注１） 当社の普通株式１株に対して共同持株会社の

普通株式0.117株を、明治製菓の普通株式１株に対して

共同持株会社の普通株式0.1株をそれぞれ割当て交付い

たします。なお、本株式移転により、当社又は明治製

菓の株主に交付しなければならない共同持株会社の普

通株式の数に１株に満たない端数が生じた場合には、

会社法第234条その他関連法令の規定に従い、当該株主

に対し１株に満たない端数部分に応じた金額をお支払

いいたします。 

 上記株式移転比率は、当社又は明治製菓の財産状態

又は経営状態に重大な変更が生じた場合等において

は、両社協議のうえ、変更することがあります。 

 また、共同持株会社の単元株式数は、100株といたし

ます。 

（注２） 共同持株会社が本株式移転により交付する新

株式数（予定） 

普通株式 76,345,254株 

 当社の発行済株式総数329,648,786株（2008年３月末

時点）、明治製菓の発行済株式総数385,535,116株

（2008年３月末時点）に基づいて算出しております。

但し、当社及び明治製菓は、本株式移転の効力発生日

（以下「本株式移転効力発生日」）の前日時点でそれ

ぞれが保有する自己株式のうち実務上消却可能な範囲

の株式を消却することを予定しているため、2008年３

月末時点で両社の有する自己株式（当社：1,130,509

株、明治製菓: 6,448,955株）は、上記の算出におい

て、新株式交付の対象から除外しております。 

 なお、両社は、2008年３月末日以降、本株式移転効

力発生日の前日までに取得した自己株式についても、

実務上可能な範囲で消却することを予定しているた

め、共同持株会社が交付する新株式数は変動すること

があります。 

会社名   明治製菓     当社 

株式移転比率    1     1.17 
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当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

（４）株式移転比率の算定根拠 

 本株式移転に用いられる株式移転比率の算定にあた

って公正性を期すため、当社はＰｗＣアドバイザリー

株式会社（以下「ＰｗＣアドバイザリー」）に対し、

明治製菓はアーンストアンドヤング・トランザクショ

ン・アドバイザリー・サービス株式会社（以下「アー

ンストアンドヤング」）に対し、それぞれ株式移転比

率の算定を依頼し、株式移転比率算定書を受領いたし

ました。 

 ＰｗＣアドバイザリーは、両社の市場株価や将来収

益力等を多角的に分析するため、本株式移転の諸条件

並びに財務及び税務デュー・ディリジェンスの結果等

を分析したうえで、両社について市場株価基準方式及

びＤＣＦ方式を主たる分析手法として採用し、参考と

して類似会社比準方式による分析等を行っておりま

す。 

 アーンストアンドヤングは、当社及び明治製菓の財

務情報及び本株式移転の諸条件、並びに財務及び税務

デュー・ディリジェンスの結果を分析したうえで、市

場株価方式を主たる算定方式として採用いたしまし

た。また、さらに多面的な評価を行うため、ＤＣＦ

（ディスカウンテッド・キャッシュフロー）方式及び

類似会社比準方式を用いて、市場株価方式にて算定さ

れた株価水準の妥当性を検証しました。 

 当社はＰｗＣアドバイザリーによる株式移転比率の

算定結果を参考に、明治製菓は、アーンストヤングに

よる株式移転比率の算定結果を参考に、それぞれ両社

の財務の状況、資産の状況、将来の見通し等の要因を

総合的に勘案し、両社で株式移転比率について慎重に

協議を重ねた結果、最終的に上記株式移転比率が妥当

であるとの判断に至り合意いたしました。 

（５）株式移転により新たに設立する会社の状況 

（６）株式移転に伴う会計処理の概要 

 本株式移転に伴う会計処理は、企業結合会計基準に

おける、「持分の結合」に該当するため持分プーリン

グ法を適用することが見込まれており、のれんは発生

しない見込みです。会計処理の概要は決定次第お知ら

せいたします。 

商   号 明治ホールディングス株式会社

事 業 内 容 

菓子、牛乳、乳製品、薬品等の

製造、販売等を行う子会社等の

経営管理及びそれに付帯又は関

連する事業 

本店所在地 東京都中央区京橋 

資 本 金 300億円 
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【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

  

当第２四半期連結会計期間末 
（平成20年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、251,162百万円

であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、246,184百万円

であります。 

  ２ 保証債務 

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対

し、債務保証を行っております。 

 ２ 保証債務 

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対

し、債務保証を行っております。 

東乳物流サービス㈱ 80百万円

仙台飼料㈱ 598  〃  

㈱明治ビバリッジ 128  〃  

   計    807百万円

東乳物流サービス㈱ 55百万円

仙台飼料㈱ 479  〃  

㈱明治ビバリッジ 93  〃  

   計    627百万円

※３ その他の固定負債に含まれる負ののれんは、54百

万円であります。  

※３ その他の固定負債に含まれる負ののれんは、67百

万円であります。 

 ４ コミットメントライン契約 

 提出会社は、機動的な資金調達及び資金効率の改

善を目的として、取引金融機関７行との間で、コミ

ットメントライン契約を締結しております。 

 この契約に基づく当第２四半期連結会計期間末に

おける借入未実行残高は、次のとおりであります。 

 ４ コミットメントライン契約 

 提出会社は、機動的な資金調達及び資金効率の改

善を目的として、取引金融機関７行との間で、コミ

ットメントライン契約を締結しております。 

 この契約に基づく当連結会計年度末における借入

未実行残高は、次のとおりであります。 

コミットメントラインの総額 20,000百万円

借入実行残高 ― 

差引額 20,000百万円

コミットメントラインの総額 20,000百万円

借入実行残高 ― 

差引額 20,000百万円

（四半期連結損益計算書関係） 

  

  

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

運賃保管料  14,457百万円

拡売費  27,769  〃 

労務費   20,069  〃 

退職給付費用  1,460  〃 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

運賃保管料  7,901百万円

拡売費   14,070  〃 

労務費   10,002  〃 

退職給付費用  732  〃 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 百万円4,399

預入期間が３か月を超える定期預金  〃  △1

現金及び現金同等物 百万円4,398

（株主資本等関係） 

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至

平成20年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式  329,648千株  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式    1,186千株  

３．配当に関する事項 

    (1）配当金支払額 

    （2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

       末後となるもの 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  1,314  4 平成20年３月31日 平成20年６月30日  利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年11月11日 

取締役会 
普通株式  1,313  4 平成20年９月30日 平成20年12月10日  利益剰余金 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

   

当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

事業区分の方法は、製品の種類及び販売市場等の類似性を考慮して区分しております。 

  

２ 各事業区分の主要製品 

  

  
食品事業

（百万円） 

サービス・
その他事業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  161,886  31,301  193,187 －  193,187

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 539  10,673  11,212  △11,212 － 

計  162,425  41,974  204,399  △11,212  193,187

営業利益  4,442  495  4,937  19  4,957

  
食品事業

（百万円） 

サービス・
その他事業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  313,635  61,124  374,759   －  374,759

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 967  21,076  22,044  △22,044   － 

計  314,603  82,200  396,803  △22,044  374,759

営業利益  8,866  1,168  10,034  46  10,080

事業区分 主要製品

食品事業 市乳、粉乳、練乳、バター、チーズ、アイスクリーム、飲料、畜産品、その他食品 

サービス・ 

その他事業 
飼料、運送、倉庫、医薬品、不動産、機械技術サービス、外食、保険代理店、リース 
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  ３ 会計処理の方法の変更 

（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３．（1）に記載のとおり、第１四

半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を

適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業

利益は、食品事業で321百万円、サービス・その他事業で21百万円それぞれ減少しております。 

  

（重要な減価償却資産の減価償却の方法の変更） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３．（2）に記載のとおり、従来、

提出会社の工場においては、主として定率法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より定額法に

変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の減価

償却費は食品事業で1,238百万円減少、サービス・その他事業で19百万円減少し、営業利益は食品事業で

1,238百万円、サービス・その他事業で19百万円それぞれ増加しております。 

  

  ４ 追加情報 

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

 「追加情報」に記載のとおり、法人税法の改正による法定耐用年数の変更を契機に固定資産の利用状況を

見直した結果、第１四半期連結会計期間より、主として機械装置の耐用年数の変更を行っております。この

変更に伴い、当第２四半期連結累計期間の減価償却費は食品事業で540百万円減少、サービス・その他事業

で17百万円減少し、営業利益は食品事業で540百万円、サービス・その他事業で17百万円それぞれ増加して

おります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 
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（有価証券関係） 

 当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日） 

 前連結会計年度末から著しい変動がないため、記載を省略しております。 

  

（デリバティブ取引関係） 

 当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日） 

 前連結会計年度末から著しい変動がないため、記載を省略しております。 

  

（ストック・オプション等関係） 

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益等 

 （注） １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

当第２四半期連結会計期間末 
（平成20年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 452.95円 １株当たり純資産額 441.73円

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

１株当たり四半期純利益 円15.87 １株当たり四半期純利益 円7.41

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

四半期純利益（百万円）  5,214  2,434

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  5,214  2,434

期中平均株式数（千株）  328,491  328,475

（重要な後発事象） 

   該当事項はありません。 

  

（リース取引関係） 

 当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

 前連結会計年度末から著しい変動がないため、記載を省略しております。 

  

２【その他】 

 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成20年11月10日

明治乳業株式会社 

取締役会 御中 

監査法人 不 二 会 計 事 務 所 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 乘田 紘一  印 

  業務執行社員   公認会計士 川本 弘文  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている明治乳業株式会

社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成

20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、明治乳業株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

追記情報 

 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更３.(２)に記載のとおり、会社は第１四半期連結会計

期間から、既に定額法を採用している工場を除き、工場の有形固定資産の減価償却の方法を定率法から定額法に変更し

た。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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再生紙を使用しております。
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